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雇用差別と労働者のプライバシー
――中国におけるＢ型肝炎ウイルス感染者に対する法的規制を中心に
Employment Discrimination and Privacy of Employees
―A Research on Anti-Discrimination Regulations to Hepatitis B Virus Carriers in China 
 魏　倩
 WEI Qian
要旨　雇用差別に関する法律とプライバシー保護に関する法律は、いかなる関係にあるの
か。従来、その二つの法律制度は異なる分野で研究されていた。それらは平等労働権を確
保するための重要な法的手段と考えられる。しかし、健康状況による雇用差別に関する法
律では、労働者のプライバシーはこれまで長らく重視されなかった。このような法律は平
等労働権を十分に保護できるか。差別の規制に役立つのか。本稿では中国における深刻な
Ｂ型肝炎差別に関わる法律を対象にし、雇用差別と労働者プライバシーの間にはいかなる
関係があるかを検討する。比較として、中国の立法に最も影響に与えた「アメリカの障害
者法」、特にその中の健診に関する規定について分析する。結論として、労働者プライバシー
保護は健康に基づく差別をなくすために不可欠であることを明らかにし、中国における健
康雇用差別に関する法律を改善するためには、法律により労働者のプライバシーを保護す
べきであるということを示す。
キーワード　雇用差別　労働者のプライバシー　健康に基づく差別　平等労働権
はじめに
　2005 年８月、中国政府は国際労働機関の「雇用及び職業における差別に関する条約」（the 
Discrimination （Employment and Occupation） Convention、以下「条約」とする）を批
准した。この条約の批准を期に、雇用差別に関する法的研究が中国における労働法の分野
において一つの重要な課題になっている。もともと雇用差別に関する研究は、1999 年の
国際労働機関の指導をきっかけに始まった。これらの研究は条約を批准するための準備的
な研究と考えられる。中国の「雇用差別の年」と呼ばれる 2003 年に、いろいろな雇用差
別がメディアで報告され、広く社会の関心事となった。その間に、Ｂ型肝炎ウイルス感染
者に対する雇用差別に関する事件（周一超殺人事件1) 及び張先著事件2)）が起こった。そ
れ以降、中国 13 億の人口の１割を占めるＢ型肝炎ウイルス感染者らに対する雇用差別は、
中国における一つの重大な差別として認められるようになった。
　以上の事件の影響で、2005 年に中国政府は公務員の選考基準を改訂せよという要望に
　　　　　　　　　　　　　　　　
1) 周氏は浙江省公務員試験で 158 人のうち第８位を取ったものの、Ｂ型肝炎ウイルス感染者であるため
に採用されなかった。そのため、採用の責任者一人を殺し、一人に重傷を負わせた事件である。
2) 安徽省公務員試験において、張氏は第１位を取ったものの、Ｂ型肝炎ウイルス感染者であるため採用
されなかった。裁判によって、安徽省政府が敗訴したが、採用期間を過ぎたことを理由に、張氏は最終
的に採用されなかった。この事件は、中国初のＢ型ウイルス感染者に関する訴訟と言われている。
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応じ、「公務員雇用における健康診断についての通用基準」を改訂し、Ｂ型肝炎ウイルス
感染者を「不合格」とする制限を撤廃した。この改訂は条約に従った初めての政府の対応
と思われる3)。2007 年の時点で、Ｂ型肝炎ウイルス感染者に関する雇用差別に対する法的
規制は、三つの法律の中に見られる。すなわち、「Ｂ型肝炎ウイルスの感染者における就
職権利の保護に関する意見」（労働及び社会保障部第 16 号、「意見」と略す）、「就職服務
及び就業管理規定」および「就業促進法」によって、使用者側が採用する際に強制的にＢ
型肝炎ウイルスを検査することが禁止されている。さらに、「意見」と「就職服務及び就
業管理規定」では、Ｂ型肝炎ウイルス感染という情報は労働者のプライバシーであると認
められ、初めて法律の文言で労働者のプライバシーが承認されたといえる。
　表面的には、立法の面でＢ型肝炎ウイルス感染者に関する雇用差別への対策が大きく進
展しており、使用者の採用の自由にいくつかの制限が設定されるようになった。しかし、
法律が発効した後の実情を見ると、Ｂ型ウイルス感染者に対する雇用差別が著しく改善さ
れたとはいいがたい。中国の各地においてＢ型ウイルス感染者に関する雇用差別の訴訟は
急増している。その際に、平等労働権を侵害された者が、雇用差別を訴えるのではなく、
プライバシーの侵害を訴えるケースも現れた4)。この現象については、雇用差別に関する
法律が原則的すぎることが一因であると言われる。一方、雇用差別に関する法律が専門化
し複雑化しているという批判が浮かび上がった。したがって、2009 年４月に提出された
雇用差別に関する法律草案は、その現実に対応して法律を改善するものと考えられる。し
かし、最近登場したプライバシーの侵害訴訟によって、労働者のプライバシーに関する保
護が平等労働権を実現するもう一つの道になる可能性がある。
　本稿は、中国において広汎に存在しているＢ型肝炎ウイルス感染者に対する雇用差別を
対象に、雇用差別に関する法的制度と労働者のプライバシーに関する法的制度を挙げ、平
等労働権をいかなる形で保護できるかを検討する。それとともに、雇用差別を規制する法
的メカニズムと労働者のプライバシー（個人情報）を守る法律とのあいだに、いかなる関
係があるかを探る。
一、中国における雇用差別に関連する法律の枠組み
　まずは、Ｂ型ウイルス感染者に対する雇用差別の背景として、中国における雇用差別に
関連する法律の枠組みを整理する。
　現時点で中国における雇用差別に関連する法律は、国際的法律と国内的法律に大別され
る。国際的法律について、中国が批准した雇用差別に関わる国際条約は、国際労働機関の
「障害者の職業リハビリテーション及び雇用に関する条約」（Rehabilitation and Employ-
ment （Disabled Persons） Convention、1987 年に批准）、「同一価値の労働についての男
女労働者に対する同一報酬に関する条約」（Convention concerning Equal Remuneration 
for Men and Women Workers for Work of Equal Value、1990 年に批准）及び「雇用及
　　　　　　　　　　　　　　　　
3)「就業における差別の禁止―国際的標準と国内的実践」、Li Weiwei・Lisa Stern 編集、法律出版社、
2006 年４月第一版、４頁を参照。
4) 2009 年４月新疆における訴訟では、Ｂ型肝炎差別を受けた原告はプライバシーの侵害を訴えたが、
一審で棄却された。http://use.yaolee.net.cn/health_news_content-14383.html。（2009 年７月 10 日確認）
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び職業における差別に関する条約」（the Discrimination （Employment and Occupation） 
Convention）（2005 年に批准）である。それ以外にも、中国は、以下のような雇用差別に
も関わる重要な国際条約を批准している。国連の「女子に対するあらゆる形態の差別の撤
廃に関する条約」（The Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination 
against Women）（1980 年に批准）、「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」
（International Convention on the Elimination of All Forms of Racial Discrimination）
（1981 年に批准）、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（the Internation-
al Covenant on Economic, Social and Cultural Rights）（2001 年に批准）及び「障害者の
権利に関する条約」（Convention on the Rights of Persons with Disabilities）（2008 年に
批准）。これらの条約によれば、雇用差別とは、人種、皮膚の色、性、宗教、政治的見解、
国民的出身、社会的出身および障害などに基づいて行われるすべての差別、除外または優
先によって、雇用や職業における機会または待遇の均等を破ったり害したりする結果とな
るものである。差別の内容は賃金にとどまらず、就職機会や昇進などに及ぶ。以上の条約
は中国における雇用差別に関する立法や法律の改訂などに重大な影響を与えると考えられ
る。
　国内の立法について、雇用差別にかかわる主な法律は「憲法」（2004 年改訂）、「労働法」
（1994 年に成立）および「就業促進法」（2007 年に成立、2008 年１月１日から発効）で
ある。一般的に、憲法第 33 条の、「国民はすべて法の下に平等である」という宣告は、平
等的労働権を含む普遍的な平等権を示すものであり、雇用差別に対する規制の基本法上の
根拠と思われる。その他、性に基づく差別を禁止する条文は、憲法第 48 条に規定されて
おり、女性も男性と同じような経済的権利（労働権を含める）を保護され、同一価値の労
働についての男女労働者に対する同一報酬が規定されている。
　労働法において、文言上平等な労働権が明記されてきた。同法第３条は、「労働者は平
等に就業する権利及び職業を選択する権利を有すべき」と規定されている。さらに、同法
第 12 条は雇用における差別を制限し、「民族、人種、性別及び宗教に基づく差別を受けて
はならない」と規定されている。女性に対する雇用差別については、同法第 13 条及び第
46 条において詳しく禁止されており、女性は雇用の際に賃金について平等な権利を有す
るべきだと規定している。中国において法律上明記された雇用差別は、民族、人種、性別
及び宗教に基づく差別であったことが分かる。
　2008 年に実行された「就業促進法」第３章によって、性別、民族、障害に基づく雇用
差別、及び感染病ウイルスの感染者（Ｂ型肝炎ウイルス感染者を含める）や農村部からの
出かせぎ労働者（migrant workers）に対する雇用差別が禁止されている。そのほか、特
別法として「障害者保護法」および「女性の権利および利益に関する保護法」において、
原則的に障害・性別に基づく雇用差別は禁止されてきた。以上から、中国の現行法におい
て禁止された雇用差別の種類は、民族、人種、性別、宗教、障害、感染病ウイルス感染お
よび農村部労働者（社会的出身）に基づくものであるといえる。
　本稿で議論するＢ型肝炎ウイルス感染者に対する雇用差別（以下「Ｂ型肝炎差別」とす
る）は、中国における一つの厳しい雇用差別であると思われる5)。先に述べたように、こ
のＢ型肝炎差別は、中国の特殊な雇用差別であり、13 億の人口の１割にかかわる雇用差
別である。今まで、Ｂ型肝炎差別は法律によってある程度制限を課されてきたが、国と地
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方では制限の基準は異なっている。これらの法律については表-１に示した。これらの現
行法には、おおむね以下の特徴がある。（１）主に採用時のＢ型肝炎差別が禁止されている。
（２）健康診断におけるＢ型肝炎ウイルス検査の制限を通して差別が禁止される。しかし
この制限が使用者側に強要されることはない。（３）Ｂ型肝炎ウイルスに感染しているこ
とは労働者個人のプライバシーであると認められ、法律上の保護が要請される。
　国の法律においても地方の法律においても、雇用差別対策に関して進歩が見られるもの
の、いくつかの欠陥もある。まず、就業差別（雇用差別）というのはどのようなものなの
か、という定義や内包などが今まで法律上では明確にされなかった。就業差別の定義につ
いて、国際条約あるいは法理に準じるしかないのは、雇用差別に関する法律が、期待され
る良い効果を果たさないためであった。さらに、「意見」や「就職服務及び就業管理規定」
により、法律の文言上で使用者は健康診断においてＢ型肝炎ウイルス検査を「強制しては
ならない」と規定されている。ここで強制が何を意味するのかが明らかになっていない。
一つの問題は、使用者が制定した就業規則におけるＢ型肝炎ウイルス検査を採用条件とす
るのは強制にあたるのか、という問題である。もう一つの問題は、使用者と労働者との間
で、Ｂ型肝炎ウイルス検査を含めるか否かが合意されていないときに、労働者が実際には
拒否できない形で検査を受けた場合、強制にあたるのか、という問題である。上海で起こっ
た一つの訴訟6) において、労働者がＢ型肝炎ウイルス検査を含む健康診断と知ったうえで
健診に参加したということは、合意が認められるということである、と裁判官は認定した。
健康診断に合格することが労働契約の効力要件として約束されれば、当事者の意思に沿う
ものであり、雇用差別に該当しないと判示した。逆に、他の訴訟7) においては、労働者が
承知したうえでＢ型肝炎ウイルス検査を受けた結果、不採用になった場合は、Ｂ型肝炎差
別が成立するものと判断された。最近の傾向では、Ｂ型肝炎差別は容易に認定されるよう
になっている。
　前述のように、現行法の下で労働者はＢ型肝炎ウイルスに感染しているという情況に基
づき、雇用差別を招くときに、雇用差別に関する法律によって損害賠償を求めながら、希
望する職を失うことを余儀なくさせられる場合が少なくない。それだけではなく、訴訟に
伴う時間と費用の投入も考えると、雇用差別に関する既存法律は労働者の平等労働権に対
して最適な対応であるかどうかは疑わしい。草案においては、訴訟の際の立証責任を使用
者側に課すことになっているが、現時点では労働者の側が雇用差別の事実を立証しなけれ
ばならない。そうすると、訴訟が大幅に増加する一方で、立証責任を負う労働者がその根
拠を集めることは難しくなるかもしれない8)。だとすれば、雇用差別に関する既存の法律
がＢ型肝炎ウイルス感染者に対する保護として十分なものかどうか、疑問が残る。
　そもそも、労働関係は人間関係の一つであるため、労働者と使用者の信頼関係は欠かせ
　　　　　　　　　　　　　　　　
5) 林燕琳、「政府の責任を明確せ、雇用差別機制の構築」、中国教育報 2007 年４月 13 日。下記を参照。
http://jyzx.hnzf.edu.cn/CMS/Article/10802/20070413151418/index.htm （2009 年７月 10 日）
6) この事件は上海で起こされた訴訟である。以下の新聞記事を参照。
http://www.healthoo.net/gbzt/200710/33173.htm （2009 年７月 10 日）
7) この事件は北京で起こされた訴訟である。以下の新聞記事を参照。
http://www.jyb.cn/jy/zczh/t20080602_167513.htm （2009 年７月 10 日）
8) Nokia 子会社のＢ型肝炎差別案において、労働者の立証の困難が示された。
http://www.nfdaily.cn/gd/content/2008-11/26/content_4728485.htm （2009 年７月 10 日確認）
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表-１　中国におけるＢ型肝炎ウイルス感染者雇用差別に関する法律
法律の名称 相　関　条　文
??
??
??
?
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者における
就職権利の保護に
関する意見」
労社部発（2007）
16 号
二、Ｂ型肝炎ウイルス感染者の平等な就職を促進する
　（一） 　国家の法律、行政法規と衛生部の規定によるＢ型肝炎が拡散する職場以外、会社の人事部は労働
者がＢ型肝炎ウイルス感染者であることを理由として、労働者の雇用拒否及び解雇を禁止される。
　（二） 　使用者における募集・雇用の健康診査項目が厳格に規定され、Ｂ型肝炎ウイルス感染者における
プライバシー権利を保護すべきである。人事部は募集の際に、実際の必要性により、肝機能診察を
行うことができる。但し、国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止される職種以外で、Ｂ型肝
炎ウイルス血清の指数における健康診断を強制的に行えない。各類の医療機関は労働者に対して健
康診断の過程で、Ｂ型肝炎ウイルス感染者におけるプライバシー権利を保護すべきである。
「就職服務及び就
職管理規定」（2008
年）中国労働及び
社会保障部令第
28 号
第十九条： 人事部は募集及び採用の際に、伝染病ウイルス感染者であることを理由として拒絶してはなら
ない。しかし、医学診察により、伝染病ウイルス感染者は治る或いは伝染可能性を排除される
まで、国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止される伝染病が拡散しやすい職種に就職し
てはならない。使用者は募集及び採用の際に、国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止さ
れる伝染病が拡散しやすい職種以外で、Ｂ型肝炎ウイルス血清の指数を強制的に健康診断標準
にしてはならない。 
「就職促進法」
（2008 年）
第十三条： 人事部は募集及び採用の際に、伝染病ウイルス感染者であることを理由として拒絶してはなら
ない。しかし、医学診察により、伝染病ウイルス感染者は治る或は伝染可能性を排除されるまで、
国家法律・行政法規・衛生部規定による禁止される伝染病が拡散しやすい職種に就職してはな
らない。
??
??
??
?
深圳（広東省）
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者における
就職権利を的確に
保護する通達」
一 、すべての医療機関はＢ型肝炎ウイルス血清検査を常例項目にしてはならない。国家の法律、行政法規
と衛生部の規定以外に、強制的に健康診断受検者に対しＢ型肝炎ウイルス血清検査をしてはならない。
検査前に、受検者本人の同意または受検者就職先の許可が必要とする。
二 、すべでの医療機関は労働者に健康診断を行う際に、Ｂ型肝炎ウイルス感染者のプライバシー権利を保
護すべきである。
珠海（広東省）
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者における
就職権利を的確に
保護すべきとする
通達」
珠衛（2008）331 号
一 、すべての医療機関は「健診セット」にある検査リストを再検討し、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査を常例
項目にしてはならない。
二 、入職前に、健診におけるＢ型肝炎ウイルス血清検査が必要である場合は国家法律・行政法規・衛生部
規定により禁止される伝染病が拡散しやすい職種（食品生産、経営における食品に直接に接する職種；
飲用水の生産、管理、供給などの職種；公共空間において直接に接客する職種；幼児の保育、教育など
の職種；美容などの職種；直接に化粧品生産を行う職種；その他人と密に接触する職種）に関する書面
証明資料を提出すべき、不合理な健診に対しては断固として拒否すべきである。
三 、医療機関は健診の中でＢ型肝炎ウイルス血清検査を委託された場合、受検者とのインフォームド・コ
ンセントに署名すべきであり、受検者の同意を得た上で診察を行う。インフォームド・コンセントは診
察内容及び受検者の同意の上で健診結果の送付相手を含むべきである。
四 、その他の健診で、受検者は自分からＢ型肝炎ウイルス血清検査を要求し、かつ健診結果を受検者本人
のみへ送付する場合、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査を行える。
五 、医療機関及びその関係者は受検者の健診資料の機密を守るべき、Ｂ型肝炎ウイルス感染者のプライバ
シー権利を保護すべきである。
重慶
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者における
就職権利を強化す
る通達」
渝労社発（2008）
55 号
三、Ｂ型肝炎ウイルス感染者における就職権利を促進すべきである
　（一） 　Ｂ型肝炎ウイルス感染者における就職権利を保護すべきである。国家法律・行政法規・衛生部の
規定によりＢ型肝炎が拡散する職場以外、使用者は労働者がＢ型肝炎ウイルス感染者であることを
理由として、労働者の雇用拒否及び解雇を禁止される。
　（二） 　就職健診内容を厳格に規定すべき、Ｂ型肝炎ウイルス携帯者のプライバシー権利を保護すべきで
ある。１、募集及び採用の際に、国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止される伝染病が拡散
しやすい職種（食品生産、経営における食品に直接に接する職種；飲用水の生産、管理、供給など
の職種；公共空間において直接に接客する職種；幼児の保育、教育などの職種；美容などの職種；
直接に化粧品生産を行う職種；その他人と密に接触する職種）以外に、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査
が健診内容として行われてはならない；２、すべての医療機関はＢ型肝炎ウイルス血清検査が健診
内容として行われてはならない。国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止される伝染病が拡散
しやすい以外の職種に対しては、断固として拒否すべきである。健診にＢ型肝炎ウイルス血清検査
が規定による必要な場合は、使用者が医療機関に書面の委託書を提出すべきである。すべての医療
機関は健診の過程でＢ型肝炎ウイルス感染者である労働者のプライバシー権利を保護すべきである。
広州（広東省）
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者における
就職権利を強化す
る通達」
一 、すべての医療機関は「健診セット」にある検査リストを再検討し、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査を常例
項目にしてはならない。国家法律・行政法規・衛生部による規定以外に、使用者からのＢ型肝炎ウイル
ス血清検査の委託を受け入れてはならない。
二 、医療機関は健診の前に、受検者とインフォームド・コンセントに署名すべきである。健診内容及び結
果送付相手を告知すべきである。インフォームド・コンセントのフォームは各医療機関で決定する。
三 、すべての医療機関は健診の過程でＢ型肝炎ウイルス感染者である労働者におけるプライバシー権利を
保護すべきである。
寧波
Ｂ型肝炎表面抗原
の検査管理を的確
に強化すべきとす
る 通 知 甬 衛 発
（2008）17 号
一 、すべての医療機関は診療所、病室、窓口などの公開されたところ、また医療機関のウェブサイト、非
商業性ウェブサイト、政府ウェブサイトにある各種の健診セットを撤去すべきである。Ｂ型肝炎ウイル
ス血清検査を常例項目にしてはならない。国家法律・行政法規・衛生部による規定以外に、使用者から
Ｂ型肝炎ウイルス血清検査の委託を受け入れてはならない。
二 、医療機関は健診の前に、受検者のインフォームド・コンセントを得る上で、健診内容及び結果送付相
手を告知すべきである。すべての医療機関は健診の過程でＢ型肝炎ウイルス感染者である労働者のプラ
イバシー権利を保護すべきである。
190
人文社会科学研究　第 19 号
ないものである。雇用差別の訴訟を起こせば、この信頼関係も崩れることだろう。平等労
働権の本質とは、雇用差別に対して損害賠償を請求できることだけではなく、希望する労
働に従事できることにある。したがって、現行のＢ型肝炎差別に関する立法は、平等労働
権に対し不十分であるというだけでなく、不適切であると言っても過言ではない。
二、立法の動き――雇用差別に関する法律草案の提出
　雇用差別の法律の不十分さを解決するため、2009 年４月に雇用差別の研究者たちは「就
業差別法律案」（以下「草案」と略す）9) を中国人民代表大会に提出した。この草案は、雇
用差別の専門立法として、現行法律の不十分を補ったものである。その内容は以下のとお
??
??
??
?
西安（陜西省）
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者の就職権
利を的確に保護す
る通知」
西 安 市 衛 生 局
（2008.8）
二、法律による健診内容を規定する。
　 　すべての医療機関は健診セットを撤去すべきである。Ｂ型肝炎ウイルス血清検査を常例項目にしては
ならない。国家法律・行政法規・衛生部による規定以外に、使用者からＢ型肝炎ウイルス血清検査の委
託を受け入れてはならない。
三、下記の場合、医療機関は労働者のＢ型肝炎ウイルス血清検査を行える：
　（一） 　受検者が自分からＢ型肝炎ウイルス血清検査を要求し、かつ健診結果を受検者本人のみへ送付す
る場合。
　（二） 　使用者は受検者が国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止される伝染病が拡散しやすい職種
で働く書面証明を提出する義務があり、かつ相関書面を提出する義務を有する。
四 、法律による受検者におけるインフォームド・コンセントの権利及びプライバシーの権利を保護すべき
である。
　 　すべての医療機関は健診においてＢ型肝炎ウイルス血清検査を行うことを委託された場合、受検者と
のインフォームド・コンセントに署名すべき、受検者の同意を得た上で診察を行う。インフォームド・
コンセントは診察内容及び受検者の同意の上で健診結果の送付相手を含むべきである。インフォームド・
コンセントのフォームは各医療機関で決定する。すべての医療機関は健診の過程でＢ型肝炎ウイルス肝
炎者である労働者のプライバシー権利を保護すべきである。医療機関及びその関係者は受検者の健診資
料の機密を守る責任を有する。
成都（四川省）
「Ｂ型肝炎ウイル
ス感染者の就職権
利を的確に保護す
る通知」成労社発
（2009）35 号
二、Ｂ型肝炎表面ウイルス感染者における平等な就職権利を促進すべきである。
　（一） 　Ｂ型肝炎ウイルス感染者における就職権利を保護すべきである。国家法律・行政法規・衛生部に
よる規定によるＢ型肝炎が拡散する職場以外、会社の人事部は労働者がＢ型肝炎ウイルス感染者で
あることを理由として、労働者の雇用拒否及び解雇を禁止される。
　（二） 　使用者の健診内容を厳格に規定すべき、Ｂ型肝炎ウイルス感染者におけるプライバシー権利を保
護すべきである。国家法律・行政法規・衛生部規定により禁止される伝染病が拡散しやすい職種（食
品生産、経営における食品に直接に接する職種；飲用水の生産、管理、供給などの職種；公共空間
において直接に接客する職種；幼児の保育、教育などの職種；美容などの職種；直接に化粧品生産
を行う職種；その他人と密に接触する職種）以外に、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査が健診内容として
行われてはならない。すべての医療機関は健診の中にＢ型肝炎ウイルス血清検査を常例項目にして
はならない。すべての医療機関は健診の過程でＢ型肝炎ウイルス感染者のプライバシー権利を保護
すべきである。
三、Ｂ型肝炎ウイルス感染者における就職及び健康の権益を保護すべきである。
浙江省
「就職における健
診を改善する通
知」浙衛発（2008）
65 号
一 、すべての医療機関は健診を行う際に、使用者から委託するＢ型肝炎ウイルス血清検査など差別の招き
やすい項目にしてはならない、但し国家法律・行政法規・衛生部規定による規定を除く。
二 、医療機関は健診の前に、受検者とインフォームド・コンセントに署名すべき、健診内容及び結果送付
相手を告知すべきである。インフォームド・コンセントのフォームは各医療機関で決定する。公民のプ
ライバシー権利を保護するために、健診書類は個人プライバシーとして適当な方法で受検者本人へ送付
すべきである。但し受検者の同意を得た上で、健診結果を使用者へ送付できる。
上海
「上海市医療機関
は労働者健診に対
するＢ型肝炎ウイ
ルス感染者のプラ
イバシー権利を的
確に保護る通知」
沪衛医政（2007）
128 号
一 、すべての医療機関は労働者に健診を行う際に、Ｂ型ウイルス感染者におけるプライバシー権利を保護
すべきである。国家法律・行政法規・衛生部による規定以外に、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査を常例項目
にしてはならない。この原則に基づき、労働者健診の常例項目を改訂すべきである。
二、下記の場合、医療機関は労働者のＢ型肝炎ウイルス血清検査を行える：
　（一） 　受検者が自分からＢ型肝炎ウイルス血清検査を要求し、かつ健診結果を受検者本人のみへ送付す
る場合。
　（二） 　使用者は受検者が国家法律・行政法規・衛生部規定によりＢ型ウイルス感染者に対して禁止され
る職種で働く書面証明を提出する義務があり、かつ相関書面を提出する義務を有する。
江蘇省
「Ｂ型肝炎ウイル
スを健診内容とし
て検査しない通
知」 蘇 衛 办 医
（2008）10 号
すべての医療機関は健診内容を規定すべきである。Ｂ型肝炎ウイルス感染者におけるプライバシー権利を
保護すべきである。国家法律・行政法規・衛生部による規定以外に、Ｂ型肝炎ウイルス血清検査を常例項
目にしてはならない。使用者はＢ型肝炎ウイルス血清検査を要求すれば、相関根拠の種類を提出すべきで
ある。
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りである。
　草案第二条によれば、雇用差別とは、「使用者が職業上の能力要求および職業上の客観
的要求とは関係のない、労働者のある条件に基づいて、就職機会や待遇に対して区別的に
対応することによって、労働者における平等な就職権利を取消す、または損害する行為」
である。それは直接的差別と間接的差別に分類される。
　直接的差別は「民族、種族、性別、身分、宗教、信仰、障害、体つきの特徴、年齢、健
康状況、婚姻状況、出産状況、性向などに基づいて労働者に区別的に対応し、平等な就職、
平等な就職機会および待遇を取消する損害」である。
　間接的差別は「使用者は明確に労働者に対して上述の差別行為を行いはしないが、平等
な就職、就職機会および平等な待遇を取消し、または損害する効果になり、労働者に対し
て実際に不平等、不利益な結果を招くもの」である。ただし下記の四つの場合には雇用差
別にあたらない。（１）使用者の職業に内在する客観的需要に基づいて、法律の特別な規
定により、相関業務と運営にあたって必要な合理的な標準と要求がある場合。（２）妊娠、
出産、哺乳期の女性に対する特別な待遇に該当する場合。（３）少数民族、障害者、女性
の就職機会や待遇を平等に実現するため、法律によって特別な優遇規定がある場合。（４）
国家安全のために労働者に対して特別な要求がある場合。
　この草案第５章には、Ｂ型肝炎ウイルス差別を含む健康差別が規定されており、感染病
ウイルスの感染者における平等な就職権利が重ねて述べられている。さらに、平等な就職
権利が最初の採用段階だけではなく、解雇や配転の制限にまで拡大されている10)。また、
使用者の健診に対し職業相関性を要求するとともに、健診結果の秘匿を義務付けた11)。た
だし、使用者は公共衛生のため、または職業自体の特別な必要性に基づいて、労働者に健
診を受けさせ、体の情報や健康の情報を要求できる。
　アメリカと香港における公平機会委員会制度に基づいて、本草案は国家および地方の公
平機会委員会を設立することを提案している。委員会は就業規則の制定や法律実施の監督
を行う以外に、雇用差別事件を受理して裁判を行い、差別された人の代表として裁判所に
違法使用者を訴える。注目すべきものは本草案が雇用差別の立証を詳細に規定しており、
その中で立証責任を使用者側に課している点である。
　「まず原告は最初の合理的な差別事実において根拠を提供すべきである。被告は雇用差
別にあたらない根拠と理由を証明すべきである。……被告が根拠と理由を提出できない場
合、または提出した根拠と理由が雇用差別にあたらないことを証明できない場合、被告は
差別という違法行為に対して法の裁を受けるべきである12)。」
　　　　　　　　　　　　　　　　
9)「雇用差別に関する法律草案」の全文は下記を参照（中国語のみ）。
http://view.news.qq.com/a/20090309/000036.htm （2009 年７月 10 日確認）
10) 草案第 27 条。使用者は募集の際に、労働者が感染病ウイルスを保持していることを理由として採用
を拒否してはならない。在職の感染病ウイルス感染者を解雇したり、悪意の配転をしたりしてはならな
い。ただし、感染病ウイルスの感染者は、医療機関の鑑定を経てから、治る前に、または感染の嫌疑を
排除する前に、法律・行政法規・国務院衛生行政部が禁止した職業で働いてはならない。
11) 草案第 28 条。使用者は職業と無関係な健診を行ってはならない。ただし、使用者は公共衛生のため、
また職業自身の特別な需要に基づき、労働者に健診を受けさせ、体の情報或いは健康の情報を要求でき
る。健診結果は機密として守るべきである。使用者は現職の従業員を健康保障のために行う健診の情報
によって差別してはならない。
12) 草案第 46 条を参照。
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　使用者の法的責任に対して、本草案は公法上の行政責任、および私法上の民事責任を規
定し、公法人の主体と私法人の主体に関して異なる規定を行った。行政責任は「使用者は
本法に規定した各項義務に違反すれば、政府主管部門が警告を出し、改正を命令し、場合
により５万元以下の罰金を課すべきである」というものである。平等機会委員会及び人民
裁判所は違法行為に対する責任を負うと裁決すべきである。国家機関が使用者として労働
者における平等な就職権利を侵害した場合には、行政責任を追及すべきである。平等な就
職権利に対する重大な侵害または多くの侵害を行った使用者については、政府主管部門及
び平等機会委員会がその使用者をブラックリストに入れ、社会に公布すべきである13)。雇
用差別にあたる就業規則を改正しなければならない、そうでなければ、相関部門に就業規
則が無効になると宣せられ、５万元以下の罰金が課せられる14)。本法に違反する労働契約
書は無効とし、労働者が物質や精神的な損害を被れば、使用者は損害賠償の義務を負うべ
きである15)。損害賠償に関しては、重大な権利侵害であれば、懲罰的賠償が適用される。
損害賠償以外に、使用者は原状を回復する義務があり、労働者のあるべき待遇を保障すべ
きである。労働者が上述の回復措置を拒否すれば、損害賠償を請求できる16)。
　本草案から見ると、中国は雇用差別に関する専門立法の改善を通して、現実にある雇用
差別問題の解決を図っている。法律におけるある制度を明確に定めただけでなく、制度の
運行メカニズム（就職機会平等委員会）の創設も提案されている。立証責任の分配という
観点から見ると、労働者を保護する重要なメカニズムと認められる。
　しかし、本草案にもまた問題がある。雇用差別法を適用しない場合に、積極的措置を講
ずることは国際条約の要求と符合しているが、「使用者の職業に内在する客観的需要に基
づいて、法律の特別な規定により、相関業務と運営にあたって必要な合理的な標準」は雇
用差別の配慮義務を免除することになる。それで使用者側に過大な自由裁量を付与し、雇
用差別の法律効果を縮減してしまう可能性がある。その他、本草案の違法責任に対する規
定は曖昧で重複する文言を用いているため、再検討の必要があるかもしれない。最も重要
なのは、雇用差別草案の責任に関する規定が被害者への経済的な補償に偏重しており、労
働機会を確保するものが不足している、ということである。
　判例から見ると、労働者は経済的な補償を得るだけになり、その代価は労働機会を失う
ことである。中国で普遍的に存在している損害賠償の金額及び違法する代価が低いため、
雇用差別法は専門法として違法者を制約しにくいと思われる。更に、労働者は就職機会平
等委員会及び裁判所に過大なコストを負担しなければならない。ここでのコストには経済
的なこと（例えば暫時の無収入状態）だけではなく、失う労働時間も含まれる。そして、
雇用差別法律が事後の救済性に注目し、結果から見ると労働者の就職機会を保障しにくい
ため、労働者プライバシー権利の保護の角度から考え直す必要があると思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　
13) 草案第 55 条を参照。
14) 草案第 52 条を参照。
15) 草案第 53 条を参照。
16) 草案第 54 条を参照。
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三、雇用差別に関する法律の限界
　以上、中国における雇用差別に関する現行法および草案を取り上げ、中国には主に雇用
差別に関する立法によって平等労働権の保護が進んでいることを示した。雇用差別にかか
わる法の採択は、国際労働機関の影響17) と同時に、アメリカにおける雇用差別に関する
立法を研究したことの影響が大きい。特に草案の起草はアメリカにおける第七民権法案
（Title VII of the Civil Rights Act of 1964, 42 U.S.C. §§2000e et seq.）（1964 年に成立、
1972 年及び 1991 年に改訂）の影響を深く受けた。Ｂ型肝炎ウイルス感染者を含む、健康
に基づく雇用差別に対する規制は、「アメリカの障害者法」（the Americans with Disabili-
ties Act of 1990、以下「ADA」と略す）を手本にして発展したものと思われる。そのため、
ここではADAがいかにして障害に基づく雇用差別を規制するか、健康診断に対していか
なる規制があるかについて検証を試みたい。
　雇用関係における健康診断の適用は、20 世紀のアメリカで始まり、第二次世界大戦以
降全面的に行き渡った。なぜなら、使用者たちが、労働者の健康情況と生産との関係を解
明したからである。すなわち、生産の効率という観点からすると、労働者の雇用中の健康
情況は、雇用する際の健康情況と同じくらいの重要性があるからである。そのため、労働
者の健康診断に、血、尿、胸部透視等いろいろな項目が加えられた。労働者の健康に対す
る関心が、採用の際の情況にとどまらず、将来の健康の情況を含むようになった18)。1980
年代以降、アメリカにおける医療保険のコストの増加につれて、労働者に向けた健康診断
は会社側の医療保険のコストコントロールにたいして重要な手段になった。医療科学の進
歩によって、遺伝子検査、嘘発見器、心理的試験など精密な健康診断へと発展してきた。
しかし、精密検査は将来の労働者の健康情況が予測できるといえども、確実性が足りない
という欠陥もある19)。
　1990 年に成立したADAは、その趣旨からすれば、雇用における差別を規制すること
だが、それ以外に、雇用における健康診断（medical testing in employment）に対する制
限も含まれる。同法の成立背景には、障害者らの雇用差別に反対する意識の発達とともに、
雇用における健康診断、特に遺伝子検査の氾濫があった20)。広範に適用された健康診断は
実際に使用者の生産効率を高めないものの、遺伝子検査を通して労働者個人に対する普遍
的な差別が起こってきた21)。
　　　　　　　　　　　　　　　　
17) 1999 年から中国政府は国際労働機関から、雇用差別にかんする条約やEUの法律について専門的な
トレーニングを受けてきた。
18) Mark A. Rothstein, The Law of Medical and Genetic Privacy in the Workplace, in  GENETIC 
SECRETS:PROTECTING PRIVACY AND CONFIDENTIALITY IN THE GENETIC ERA （Mark A. 
Rothstein ed., 1997）, p282.
19) Richard Carlson, Employment Law, Aspen Publishers Inc. 2005, p100.
20) 2000 年にアメリカ経営者協会（American Management Association）が行った調査によって、アメ
リカにおける７割の企業は健康診断を要求している。健診内容について、仕事に関連することに限らず、
妊娠、性的感染病、HIV感染症、薬物検査、乳癌および結腸癌などの精密検査も含まれる。以下を参照。
Workplace Testing: Medical Testing, 2000 American Management Association Survey.
21) 以下を参照。Barbara Ehrenreich, Warning: This Is A Rights-Free Workplace , N.Y. TIMES MAG., 
March 5, 2000, p88.
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　ADAによると、現職の従業員（existing employees，即ち incumbent employees）に
向けた健康診断は仕事の関連性（job-related）と商業上の必要性（business necessity）
を同時に満たさなければならない。しかし、この二つの要件は准従業員に対する雇用前テ
スト（preplacement test）には適用されない。ここで現職の従業員と准従業員の健康診
断について法的制限が異なることは、すべての労働者に対し雇用差別を行わないという
ADAの目的に合っていない（inconsistent）と思われる。従って法の制限は不適切である
（inadequate）と評価された22)。仕事に関係のない健康診断は労働者のプライバシーに対
する不正な侵害であり、使用者が雇用差別の言い訳を作れると考えられる23)。健康診断に
よる労働者のスクリーンは使用者に著しい利益を与えず、実際には経済の面でコストをか
けつつ、訴訟の面でリスクを増やすものになる。さらに、このような侵害的（invasive）
健康診断は労働者の働く士気（morale）を挫いたため、使用者の生産効率は実際には低
下した24)。
　健康診断についての現職の従業員と准従業員に対する異なる制限はADAに入るか否か
について、長期の論争と協議が行われた。早期のADA草案においては、異なる雇用段階
における労働者に異なる制限が適用されないと規定された25)。しかしこの草案は使用者ら
からの大きな反対に遭った。その原因は、使用者の管理権を制限しすぎたことにあったと
いわれる。ADAの起草者Chai Feldblum教授によると26)、障害者団体からの希望は健康
診断を全面的に制限すべきというものである。その理由は、仕事に関係がないにもかかわ
らず、社会的汚名（social stigma）を招きやすい障害（例えばHIV感染症）を、使用者
に発見されたくないからである。しかし使用者団体ではより狭い仕事の有効性（job-vali-
dation）に着目し、社会的汚名を招きやすい障害を識別することを要求した。草案を批准
したところ、健康診断についての厳しい制限が撤去されるに至った。最後に、健康診断の
制限は現職の従業員にしか適用されず、准従業員には適用されないようになった。使用者
らが現職の従業員に対し、ある制限を受けるという妥協をしたのは、健康診断をやりやす
くするためである。というのも、制限として仕事の関連性又は商業上の必要性についての
合理的な解釈があれば認められるからである。この要求は、現職の従業員に対し、使用者
側の証明義務が厳しいと思われるが、一方准従業員に向ける健康診断については、平等雇
用機会委員会（EEOC）あるいは裁判所から要求される解釈や証明が多くないと考えられ
る27)。ゆえに、健康診断の視点からみれば、ADAは政治上の手管（political maneuver-
ing）および妥協（promise）の産物であろう28)。
　以上、ADAについての考察により、この障害者に対する雇用差別に関する法には欠陥
があり、差別の規制を回避しやすい。ADAが健診について適用する範囲を限定したこと
　　　　　　　　　　　　　　　　
22) 以下を参照。Sharona Hoﬀ man, Preplacement Examinations and Job-Relatiniess: How To Enhance 
Privacy and Diminish Discrimination in the Workplace,  Kansas Law Rev. April 2001, p3.
23) Id. p4.
24) Id.
25) 以下を参照。Chai R. Feldblum, Medical Examinations and Inquiries under the Americans with Dis-
abilities Act:A View from the Inside,  64 TEMP. L. REV. 1991, pp534-540.
26) Id, p536.
27) 上記の注釈 22 を参照、 p12.
28) Id. p13.
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は、同法の効果を制限した。例えばADAの定義に含まれない障害をもった人には、
ADAに規定された雇用差別救済が認められない。統計によると 1998 年６月まで、使用
者は約 92%の訴訟に勝ったが、その原因は裁判所が原告を「障害」に認定できないため
であった29)。障害者就職率から見ると、アメリカの就職率は日本の就職率（40%）より大
幅に低く、かつ 2000 年から 2006 年まで障害者の就職率は 27.6 から 22.4 まで下がり30)、
彼らの平等就職機会の実現はなかなかできていないことが分かった。
　以上述べたように、中国の雇用差別に関する法律の手本たるADAは、雇用における健
康診断に対する制限が不十分であるとともに、障害者らの雇用差別を減少する効果も多く
ないことが明らかになった。アメリカの学者らが認めているように、健康に基づく雇用差
別について、プライバシーの保護が要請される。アメリカにおいて開花したプライバシー
理論は、最終的にアメリカでは実を結ばなかった。特に労働関係において、労働者のプラ
イバシーの保護が足りないため、雇用差別が依然として激しい。他の先進国の立法を考え
ても、労働者のプライバシー保護は平等労働権を実現するために欠かせない法制度だと思
われる。以下では、労働者のプライバシーの保護にかかわる法律を整理しながら、中国に
おけるＢ型肝炎ウイルス感染者の平等労働権をいかに保護するかを検討する。
四、労働者のプライバシーに関する法の保護
　労働者プライバシー保護の法律制度は、多くの国家で雇用差別法と並行している。種族、
宗教、健康など雇用差別を招きやすい類別は、雇用差別法律に規定されている。一方、セ
ンシティブな個人プライバシーは個人情報保護法で保護され、その中には雇用関係におけ
る労働者個人情報保護も含まれる。後者は市民的自由を保護することが目的であるが、労
働者プライバシー保護の手段として他の価値も実現できる。例えば平等な就職の権利の実
現は雇用差別の禁止も実現できる31)。
　その前に、労働者プライバシーとは一体何であろうか、という問題を解明しなければな
らない。実際に、労働者プライバシーは法律上も理論上も未だ定着していない。労働者プ
ライバシーは通常、労働者の個人情報として考えられている。この二つの概念の違いは議
論の的になっているが、本論では同じ概念として分析する。
　各国における労働者健康プライバシー保護の法律規制には、いくつかの共通点がある。
（１）個人情報保護法は労働関係における個人情報保護に適用でき、該当法律によって保
護される労働者は在職労働者だけではなく、応募労働者及び前従業員も含む。（２）使用
者が得た労働者の健康情報はアンケートでも健診を通じてでも、合法性を満たすべきであ
る。合法性とは職業相関性および必要性のことであり、雇用差別法といった他の法律に違
反してならない。（３）健診における個人情報は労働者のプライバシーとして承認すべき
　　　　　　　　　　　　　　　　
29) Davis A. Copus, Employment Law, p101, Deskbook, p213 （1999）.
30) 工藤正、「障害者雇用の現状と課題」、『日本労働研究雑誌』578 号、2008 年９月、p12 以下を参照。
31) 以下を参照。Daniel J. Solove, Conceptualizing Privacy, 90 Cal.L.REV. 1145, “I contend that privacy 
has an instrumental value-namely, that it is valued as a means for achieving certain other ends that 
are valuable.” また、以下を参照。Alan F. Westin, Privacy and Freedom （1967）. p39, “Privacy is nei-
ther a self-suﬃ  cient state nor an end in itself, even for the hermit and the recluse. It is basically an 
instrument for achieving individual goals of self-realization.
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であり、厳格に法律で規制される個人情報として守るべきである。情報の所有者は労働者
であり、使用者ではない。（４）健診は労働者の同意を得るべきであり、かつ該当する同
意は自由になされ、明示的になされる。「自由に」とは、同意が脅威のない状況でなされ
たことであり、一般的に懲罰や不利益の影響がないことである。「明示的に」とは労働者
が健診の前に健診内容及び用途を告知された上で、かつ労働者の同意を得た上で、なされ
ることである。（５）使用者が得た健診結果は医療専門者によって解釈されるべきであり、
使用者が加工された健診情報を使用しない。（６） HIV ウイルスやＢ型肝炎ウイルス感染
の情報は高度にセンシティブな労働者個人情報であり、法律で許可された場合以外、一般
的な健診の中では収集してはならない。労働者が上述情報の収集に同意したとしても、使
用者はそれを収集してはならない。（７）集団協約は労働者プライバシー保護に対して重
要であることを承認すべきである。前述した労働者健康情報保護に関する一般的な法律規
則に比べて、Ｂ型肝炎ウイルスを含む感染病の情報が厳格に保護される理由は、立法者が
通常、職業と無関係で、感染者に関する情報が、人々の誤解を招きやすく、社会的な汚名
を受けやすいためである。法律で特別に保護しなければ、個人間の平等就職の権利が実現
しにくい。Ｂ型肝炎差別は中国における社会的な不公平として存在するため、法律で特別
に規制されるべきである。
　労働者の健康に関する個人情報保護に対して、海外の研究では主に下記の二つの問題を
中心にしている。（１）労働者の個人情報収集における公正原則。（２）労働者の同意。実
は（１）の公平原則は（２）の労働者の同意にも関わる。各国における個人情報保護法に
おいて、公正原則は通常、基本原則となっている（それ以外に、情報収集に関する基本原
則には合法原則と適当原則＝割合原則とが含まれる）。ただし、この原則が労働関係にお
いてどのように実現できるかについて、特に使用者が健診で収集した労働者健康プライバ
シー情報にどのように適用できるかについて、各国の規制レベルは未だに異なっている。
健診は一世紀もの間に発展してきた管理制度であり、労働者の健康安全の保護措置の一種
として認識されているが、むしろ使用者の管理の権利として表現されるものであろう。
　中国の健診は日本と似ており、法定健康診断と法定外健康診断とに分けられているが、
法定健康診断が適用される範囲は職業病にかかわる特別な職業や公共安全にかかわる個別
サービス職業である。本論でのＢ型肝炎差別は、中国における法定外健康診断を中心にし
ている。特に採用時の健康診断は、労働者の健康安全の配慮ではなく、労働者を選別する
目的もあると考えられる。使用者の自由な採用権利を尊重すべきであるが、Ｂ型肝炎ウイ
ルス差別につながる健診は禁止されている。すなわち、使用者の健診における自由採用の
権利は、合法の目的によって制約されるべきである。しかし、差別法の現状やADAの欠
点を参考にしてみれば、Ｂ型肝炎に関する健康差別を防止するための良い方法は、労働者
プライバシーの規制であろう。中国にはＢ型肝炎差別禁止に対して、使用者および健診を
実施する医療機関には、労働者プライバシー保護が義務付けられる。ただし、このプライ
バシー保護は労働者の健康プライバシー情報が収集されていることを前提としたことであ
る。すなわち、ここでのプライバシー秘匿義務は第三者に知られることに対するものであ
り、使用者が知ることを制限するわけではない。しかし、Ｂ型肝炎差別に関する立法は、
採用時の雇用差別を禁止することを目指すが、特に使用者に向ける制限に着目すべきであ
ろう。ここでの労働者のプライバシー規定は、使用者による雇用差別を起こしやすいこと
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になる。そうだとすると、雇用差別の法律趣旨に反するものになるであろう。
　一方、中国における健診報告は常に生データであるため、使用者が健診制度を濫用し、
雇用差別を招く原因となっている。国際レベルでの個人情報保護の法律制度では、健診報
告は通常、専門家が解説したものになっている。それはプライバシー保護のためだけでは
なく、誤解と偏見を避けるためでもある。ただし、中国で専門家が労働者健診を解説する
ことはきわめて難しい。それは、医療機関が雇用差別にかかわる訴訟に巻き込まれたくな
いために、労働者に対する職場の適当性を評価しないからである。中国の地方衛生行政規
定によると、医療機関は就職健診にＢ型肝炎ウイルス検査を入れないため、使用者が法律
で規定されている証明を提出できない場合に、該当する健診を行ってはいけないというも
のになった。労働者自身から申し立てたＢ型肝炎ウイルス検査の結果は、労働者本人のみ
に公開できる。そして、医療機関は労働争議とかかわることを最大限に遮断された。筆者
はこのような地方規定は現行の国家の法律よりＢ型肝炎差別防止の効果があり、労働者プ
ライバシー権利を最大限に保護するものだと思う。しかし、問題は労働者本人がＢ型肝炎
ウイルス検査を要求する場合、医療機関における専門的な説明や解釈を得られなければ、
使用者側が労働者Ｂ型肝炎ウイルス情報を獲得することになってしまい、差別が続けられ
ることになるという点である。
　中国の多くの地方には前述したような行政法規がまだない。通常の場合、労働者と使用
者との間の合意によって、Ｂ型肝炎ウイルス検査の禁止を免除できる。これも現行の国家
の法律における基本的態度といえる。このような規定には一つの疑問がある。すなわち、
禁止された「強制」的Ｂ型肝炎ウイルス検査についてどのように解釈すべきかというもの
である。実は、ここの「強制」は体の強制ではなく、意思上の強制だと考えるべきであろ
う。すなわち、労働者によるＢ型肝炎ウイルス検査の同意は真実・自由の意思表示に反す
る強制である。労働者と使用者の力の差が激しく、両者に対して、意思の真実や自由であ
るかどうかを評価することは極めて難しいであろう。特に労働力過剰の中国ではこの問題
が突出していると思う。前述の各国は個人情報保護における規定と同様に、労働者は処罰
及び不利益を被らないよう、健診を拒否する権利を有すべきである。ここで処罰および不
利益を被らないための拒否権は、准従業員にせよ現職の従業員にせよ、その時点での就職
機会、仕事ないし労働条件を失わないことも含めるべきであろう。しかし、中国の現実か
ら見ると、意思上の強制を禁止したものの、労働者が拒否して仕事あるいは就職チャンス
を失ったケースは多い。その結果、拒否の自由が実際には存在しないと思われる。この場
合、強制的に合意が成立し、Ｂ型肝炎ウイルス検査の禁止が免除され、最後にプライバシー
侵害による請求権も失ってしまう32)。
　以上から、中国の現在の雇用差別法律規定によるＢ型肝炎差別に対する効果は限られて
いる。地方行政においては厳格に規制されているが、中国全体から見ると、大変不十分で
ある。労働者プライバシー保護は中国では新たな制度であるが、Ｂ型肝炎差別問題に対し
重要な役割をもつという見通しがある。国際的な労働者プライバシー保護法律を参考にす
ることが望ましい。
　　　　　　　　　　　　　　　　
32) 以上の案例から見ると、裁判所の基本的意見は、健康診断を受けたという事実は健診に同意を示した
ということである。この場合には、労働者のプライバシーの侵害が本人の同意により阻却された。
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　雇用差別に反する制度及び労働者プライバシー保護制度は二つの異なる法律制度である
が、平等労働権利保護の主旨からすると、同じ目的がある。中国に特有の雇用差別をもた
らすＢ型肝炎ウイルス保持は、労働者に関するセンシティブな個人情報である。Ｂ型肝炎
ウイルス保持者における平等な労働権に対して、雇用差別法は、侵害が発生した後の事後
救済であり、労働者プライバシー保護は、侵害が発生する前の事前防止である。前者は懲
罰であるが、後者は予防である。労働者の就職機会の保護という観点から見ると、現在の
雇用差別法が使用者に対して十分に怯えさせる効果がない場合、雇用差別禁止法は労働者
に対し侵害後の救済を行うものと考えられる。労働関係における労働者と使用者の間に極
めて重要な信頼関係があるため、訴訟救済の代価は通常、労働者の現在の職業機会を失っ
てしまうことであり、経済賠償に転換することが多い。法律の効果は暫時の経済賠償だけ
だとすると、労働者が希望する仕事を維持できなければ、立法の本質（平等労働権利保護
の実現）から離れてしまうであろう。一方、感染症などの個人情報は、一般的にセンシティ
ブな個人情報に属し、使用者がこの情報を得なければ、差別は起こりえない。したがって、
労働者のプライバシー保護は、労働者の平等労働権の保障に対して有用であろう。この意
義を考えると、労働者プライバシー保護の法律制度はＢ型肝炎差別に対する労働者の平等
労働権を保護するために不可欠なものであろう。
　実際に、雇用差別禁止の法律制度と労働者の個人情報保護法律制度の関係は、健康に関
する雇用差別に限らず、調査による個人情報に基づく雇用差別に適用される。つまり宗教
信仰、社会出身などによる雇用差別には、労働者のプライバシー保護は差別防止にたいし
さらに有効な制度だと思われる。ここでは、労働者プライバシー保護制度は雇用差別法律
制度に取って替わる問題ではなく、この二つの法律制度は相互に作用すべきであると言え
よう。事前救済としての労働者プライバシー権利保護法制と、事後救済の雇用差別法律と
が同時に存在することによって、労働者に平等な就職の権利を保護することが可能になる
だろう。
終わりに
　本稿は中国におけるＢ型肝炎差別の立法についてまとめたものである。Ｂ型肝炎ウイル
ス保持者に対する平等な就職の権利を保護することは、現行の法律制度では大変不十分だ
と思う。
　最近起草された雇用差別法草案では、立証責任及び公平就職委員会の制度に関しては改
善したが、感染病についての雇用差別問題は改善できないと思う。中国健康雇用差別立法
は主にアメリカ障害者法を参考にしたものだが、立法の際の妥協及び実施後の効果から見
ると、健常者及び障害者に関する雇用差別防止の効果が極めて弱い。そして、雇用差別法
律は健康などによる雇用差別規制に対しては不十分であり、欠陥がある。
　労働者プライバシー保護は、健康雇用差別にとって大きな重要性がある。個人情報保護
法をもつ国家の個人情報原則は、中国におけるＢ型肝炎ウイルス保持者のプライバシー保
護にとって参考になる。それはＢ型肝炎差別の防止に積極的な影響を与える。最後に、Ｂ
型肝炎差別の発生根源から考えると、労働者プライバシー保護は事前予防が中心となり、
雇用差別法律は事後救済と処罰が中心となる。両者を結びつければ、Ｂ型肝炎ウイルス保
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持者における平等な就職の権利をさらに保障できるであろう。このメカニズムは他の種類
の雇用差別にも使われるべきである。また、労働者プライバシー権利保護の法律規制は中
国におけるある地方の衛生行政法規に限らずに、全国範囲での労働者プライバシー保護法
律規範を成立させるべきである。本論が中国における雇用差別法律規制の改善に貢献でき
ることを望む。
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